
 （１）地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする 

 （２）地方への新しいひとの流れをつくる 

 （３）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 （４）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

(ア)地域経済雇用戦略の企画・実施体制の整備 

◎地域特性や課題を抽出する「地域経済分析システム」の開発 
◎地域の産官学金労が連携した総合戦略推進組織の整備 
◎地域を支えるサービス事業主体の在り方の検討・制度整備 

(エ)地方への人材還流、地方での人材育成、地方の雇用対策 
◎若者人材等の還流及び育成・定着支援 
◎「プロフェッショナル人材」の地方還流 
◎地域における女性の活躍推進 
地域における女性の活躍を推進するため、地方公共団体が行う地域の実情に応じた
取組を進める。 

◎新規就農・就業者への総合的支援 
◎大学・高等専門学校・専修学校等における地域ニーズに対応した  
人材育成支援 
大学・高専・専修学校等において地方公共団体や企業等と連携した実践的   プログラ
ムの開発等を行うことにより、地域を担う人材育成を促進。 

◎若者、高齢者、障害者が活躍できる社会の実現 
学習活動を通じた高齢者等の地域活動への参画の促進。 

(イ)地域産業の競争力強化（業種横断的取組） 

◎包括的創業支援 
◎地域を担う中核企業支援 
◎新事業・新産業と雇用を生み出す地域イノベーションの推進 
◎外国企業の地方への対内直接投資の促進 
◎産業・金融一体となった総合支援体制の整備 
◎事業承継の円滑化、事業再生、経営改善支援等 

(ウ)地域産業の競争力強化（分野別取組） 
◎サービス産業の活性化・付加価値向上 
◎農林水産業の成長産業化 
◎観光地域づくり、ローカル版クールジャパンの推進 
◎地域の歴史・町並み・文化・芸術・スポーツ等による地
域活性化 
文化・芸術・スポーツを地域資源として戦略的に活用し、地域の特色
に応じた優れた取組を展開することで交流人口増や移住につなげるな
どの地域活性化の取組を支援。 

◎分散型エネルギーの推進 

(オ)ＩＣＴ等の利活用による地域の活性化 
◎ＩＣＴの利活用による地域の活性化 
◎異常気象や気象変動に関するデータの利活用の促進 

(ア)地方移住の推進 

◎地方移住希望者への支援体制 
◎地方居住の本格推進 
◎「日本版CCRC」の検討 
◎「地域おこし協力隊」と「田舎で働き隊」の統合拡充 

(イ)企業の地方拠点強化、企業等における 
  地方採用・就労の拡大 

◎企業の地方拠点強化等 
◎政府関係機関の地方移転 
◎遠隔勤務（サテライトオフィス、テレワークの促進） 

(ア)中山間地域等における「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）の形成 

 ◎「小さな拠点」（多世代交流・多機能型拠点）の形成 
文化・芸術、スポーツ、生涯学習活動などにより、地域コミュニティの活性化を図る。 

 

 ◎公立小・中学校の適正規模化、小規模校の活性化、休校した学校の 
 再開支援 
地域コミュニティの核としての学校づくりを目指し、学校統合を検討する場合、小規模校の
存続を選択する場合、休校した学校を児童生徒の増加に伴い再開する場合などに対応した
市町村の検討や具体的な取組をきめ細かに支援。 

(イ)地方都市における経済・生活圏の形成 

◎「地方大学等創生５か年戦略」（以下の３つのプランを推進する。） 
 ①知の拠点としての地方大学強化プラン（地方大学等の地域貢献に対する評価とその取組の推進） 
 

 ②地元学生定着促進プラン（地方大学等への進学、地元企業への就職や、都市部の大学等から地方企業への就職を促進するための具体的な措置、 学校を
核とした地域活性化及び地域に誇りを持つ教育の推進） 
学校を核として、学校と地域が連携・協働した取組や地域資源を活かした教育活動を進め、全小・中学校区に学校と地域が連携・協働する体制を構築。さらに、キャリア教育や地域
に誇りを持つ教育を推進。 

 
 ③地域人材育成プラン（大学、高等専門学校、専修学校、専門高校をはじめとする高等学校の人材育成機能の強化、地域産業の振興を担う人材育成） 

地方公共団体や企業等と連携して、地域産業を担う高度な地域人材の育成に取り組む大学や、高度な専門的職業人材の育成を担う高専、専修学校、専門高校等の取組を推進
するとともに、専門高校等における職業教育の充実や、卒業生が地元企業等が求める職業能力等を有していることを明らかにする取組を推進する。 

(ア)若い世代の経済的安定 

◎若者雇用対策の推進、「正社員実現加速プロジェクト」の推進 
◎「少子化社会対策大綱」と連携した結婚・妊娠・出産・子育て
の各段階に対応した総合的な少子化対策の推進 

(イ)妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 
◎「子育て世代包括支援センター」の整備、周産期医療の確保等 

(エ)仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス） 
  の実現 （「働き方改革」） 

(ウ)子ども・子育て支援の充実 
子育てや教育に要する費用負担の軽減が重要。「放課後子ども総合プラン」を着実に実施し、一体型を中心と
した「放課後児童クラブ」と「放課後子供教室」の計画的整備を推進。 

◎長時間労働の見直し、転勤の実態調査等 

◎子ども・子育て支援の充実 

◎都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成 
◎地方都市の拠点となる中心市街地等の活性化を強力
に後押しする包括的政策パッケージの策定 

 
(ウ) 大都市圏における安心な暮らしの確保 
◎大都市圏における医療・介護問題への対応 
◎大都市近郊の公的賃貸住宅団地の再生、福祉拠点化 

(エ) 人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化 
◎公共施設・公的不動産の利活用についての民間活力の活用、空き家対策の推進 
◎インフラの戦略的な維持管理・更新等の推進 

(オ) 地域連携による経済・生活圏の形成 
◎「連携中枢都市圏」の形成    ◎定住自立圏の形成の促進 

(カ)住民が地域防災の担い手となる環境の確保 
◎消防団等の充実強化・ICT 利活用による、住民主体の地域防災の充実 

（ウ）地方大学等の活性化 

(キ)ふるさとづくりの推進 
◎「ふるさと」に対する誇りを高める施策の推進 

まち・ひと・しごと創生総合戦略（政策パッケージ全体像及び文科省関係概要） 



まち・ひと・しごと創生総合戦略（抄） 

２．政策パッケージ 
（２）地方への新しいひとの流れをつくる 
 （ウ）地方大学等の活性化 
【施策の概要】  
（前略） 
さらに学校を核として、学校と地域が連携・協働した取組や地域資源を生かした教育活動を進めるとともに、郷土の歴史や人物等を採り上
げた地域教材を用い地域を理解し愛着を深める教育により、地域に誇りを持つ人材の育成を推進し、地域力の強化につなげていく。 
（中略）こうした観点から、国が2020年までに達成すべき重要業績評価指標(KPI)を以下のとおり設定する。  
■全ての小・中学校区に学校と地域が連携・協働する体制を構築する 
  
【主な施策】 
◎ (2)-(ウ) 「地方大学等創生５か年戦略」（以下の３つのプランを推進する。） 
②地元学生定着促進プラン（地方大学等への進学、地元企業への就職や、都市部の大学等から地方企業への就職を促進するための具体的な
措置、学校を核とした地域活性化及び地域に誇りを持つ教育の推進） 
（前略） 
また、学校を核として、学校と地域が連携・協働した取組や地域資源を生かした教育活動を進めることにより、全ての小・中学校区に学校
と地域が連携・協働する体制を構築するとともに、地域を担う人材の育成につながるキャリア教育や、地域に誇りを持つ教育を推進する。 
 
  
（４）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 
 （ア）中山間地域等における「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）の形成 
【施策の概要】  
 （前略）基幹となる集落に、機能・サービスを集約化し、周辺集落とのネットワークを持つ「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）に
おいて、各種の生活支援サービスを維持することなどにより、心豊かな地域コミュニティの形成を図る必要がある。  

  
【主な施策】 
 (4)-(ア)-② 公立小・中学校の適正規模化、小規模校の活性化、休校した学校の再開支援 
  集団の中で切磋琢磨しつつ学習し、社会性を高めるという学校の特質に照らし、学校は一定の児童･生徒の規模を確保することが望まし
いが、今後少子化の更なる進展により、学校の小規模化に伴う教育上のデメリットの顕在化や、学校がなくなることによる地域コミュニ
ティの衰退が懸念されており、各市町村の実情に応じた活力ある学校づくりを推進する必要がある。そのため、地域コミュニティの核と
しての学校の役割を重視しつつ、活力ある学校づくりを実現できるよう、学校統合を検討する場合や、小規模校の存続を選択する場合、
更には休校した学校を児童生徒の増加に伴い再開する場合などに対応し、活力ある学校づくりを目指した市町村の主体的な検討や具体的
な取組をきめ細やかに支援する。 



コミュニティ・スクールを核とした地域とともにある学校づくりの一層の推進に向けて 
～全ての学校が地域とともにある学校へと発展し、子供を中心に据えて人々が参画・協働する社会を目指して～ 

（平成27年3月 コミュニティ・スクールの推進等に関する調査研究協力者会議） 

今後の目指すべき基本的方向性 

■社会の動向、子供たちの教育環境を取り巻く状況 
 ・人口減少の進行、グローバル化の進展、地域社会のつながりや支え合いの希薄化、子供たち・学校を巡る複雑化・多様化の課題 

■コミュニティ・スクール等の現状と課題等 
 ・学校に対する保護者や地域の理解の深まりや特色ある学校づくり等の成果の一方、取組に地域差。 
  また、コミュニティ・スクールと学校支援地域本部等の更なる連携が必要な状況。 

現 状 

社会総掛かりでの教育の実現 地域とともにある学校づくりの一層の推進 学校を核とした地域づくりの推進 

■現在の子供や学校の抱える課題の解決、子供
たちの豊かな成長のためには、学校・家庭・
地域が連携・協働し、社会総掛かりでの教育
の実現が不可欠。 

■地域の人々と目標を共有し、地域と一体となっ
て子供たちを育む「地域とともにある学校」を
目指し、その中核にコミュニティ・スクールを
据え、設置促進を図っていくべき。 

■学校を核とした協働の取組を通じて、地域の
人々のつながりを深め、コミュニティの活性化
を図る「学校を核とした地域づくり」を推進し
ていく視点も重要。 

コミュニティ・スクールの拡大・充実のための推進方策（提言） 

＜国における推進方策＞ 

１．コミュニティ・スクールと学校支援地域本部等の取組の一体的な推進 

■学校運営協議会の機能と、学校支援や学校関係者評価等の機能を一体
的に推進し、学校運営の改善を果たすＰＤＣＡサイクルを確立 

⇒学校支援地域本部等の取組から学校運営協議会への発展、学校関係者
評価委員会から学校運営協議会への発展等を促進 

【推進のための具体的方策】 
 ・一体的に推進する取組に対する重点的支援 
 ・コミュニティ・スクール設置の手引きの改訂 
 ・ＣＳマイスター、地域コーディネーター等の連携による推進運動等 



２．学校の組織としての総合的なマネジメント力の強化 

■組織としての力を最大限発揮するため、マネジメント力の強化が必要 

【推進のための具体的方策】 
 ・教職員の研修機会・内容の充実に向けた支援 
 ・教員養成段階における地域との連携・協働に関する意識付け 
 ・地域連携の中核となる教職員の明確化、事務機能の強化 

３．地域の人々や保護者等多様な主体の参画の促進 

■保護者や地域が学校運営に対する意識を高め力を合わせる必要 

【推進のための具体的方策】 
 ・保護者、地域関係者を広く集めたフォーラム等の開催、研修への支援 
 ・学校支援地域本部の設置促進、地域コーディネーターの育成・機能強化 

４．協働による学校を核とした地域づくりの促進 

■地方創生の観点等から、学校を核とした地域づくりの動きを促進 

【推進のための具体的方策】 
 ・学校を核として地域づくりを実現している好事例の収集・発信 
 ・首長部局等との協働による課題解決型学校モデルの構築 

５．コミュニティ・スクール等の多様性と裾野の拡大 

■類似の仕組みを段階的な姿として捉え、ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙへの移行を促進 

６．幅広い普及・啓発と戦略的な広報 

■制度の意義・成果等への理解を促すための教育長等への働きかけの促進 

７．魅力（インセンティブ）の提供 

■教職員体制の整備充実など体制面・財政面等の負担の解消に向けた支援 

８．コミュニティ・スクール推進実行プラン（仮称）の策定 

■3,000校の推進目標の先を見据えたビジョンや具体策等を示したアク
ション・プランの策定・公表 

＜都道府県・市町村の役割と推進方策＞ 
■各地方公共団体は、全ての学校においてコミュニティ・スクール化を
図ることを目指し、一層の拡大・充実に向けて取組を推進。 

■教育長や校長が力強いリーダーシップを発揮し、教職員等の研修や
フォーラム等の開催による積極的な普及・啓発等を推進。 

今後の学校運営協議会制度等の在り方（提言） 

１．現行の学校運営協議会の機能の取扱い 

■現行の学校運営協議会の機能は、引き続き備えるべき。 
 特に、教職員の任用に関する意見の取扱いについて適切な理解を促す
一方、当該機能を主活動に位置付けない柔軟な運用も提示。 

２．学校評議員から学校運営協議会への移行の促進 

■公立学校について、学校評議員から学校運営協議会への移行を積極的
に促進。 

３．学校支援に係る機能の明確化 

■地域住民等の理解や協力、参画等が促進されるよう、学校運営協議会
の機能の一つとして、学校支援活動等の総合的な企画・調整の機能の
明確化を検討。 

４．学校関係者評価に係る機能の明確化 

■学校運営協議会制度と学校評価の制度を有機的に組み合わせ、両者を
一体的に推進。 

５．これからのコミュニティ・スクールの制度的位置付け 

■すべての学校がコミュニティ・スクール化に取り組み、地域と相互に
連携・協働した活動を展開するために、コミュニティ・スクールの仕
組みの必置について検討。 

■国は、以下の検討の方向性を踏まえ、引き続き具体的な検討を進める。 



１．社会に出た後も、誰もが「学び続け」、夢と志のために挑戦できる社会へ 

「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について 
（第六次提言 ） 概要 

平成２７年３月４日 教育再生実行会議 

２．多様な人材が担い手となる「全員参加型社会」へ 

３．教育がエンジンとなって「地方創生」を 

＜方向性・理念＞ 
◎  「教育」の力で地域を動かす 

◎  小中学校等で、地域を担う子供を育て、生きがい、誇りを育む 

◎  地域の産業、担い手を育てる大学等をつくる 

＜コミュニティ・スクール関連部分＞（抜粋） 

２．教育がエンジンとなって「地方創生」を 
◎地域を担う子供を育て、生きがい、誇りを育む 
（前略） 
少子・高齢化が進展し、地域コミュニティに多様な機能が求められる中で、学校は、人
と人をつなぎ、様々な課題へ対応し、まちづくりの拠点としての役割を果たすことが求
められます。こうした観点から、全ての学校において地域住民や保護者等が学校運営に
参画するコミュニティ・スクール化を図り、地域との連携・協働体制を構築し、学校を
核とした地域づくり（スクール・コミュニティ）への発展を目指すことが重要です。そ
の際には、学校教育と社会教育が一体となったまちづくりの視点も重要です。 
（後略）  

（教育機関を核とした地域活性化） 
○ 国は、コミュニティ・スクールの取組が遅れている地域の存在を解消し、一層の拡
大を加速する。このための制度面の改善や財政面の措置も含め、未導入地域における取
組の拡充や、学校支援地域本部等との一体的な推進に向けた支援などに努める。そして、
全ての学校がコミュニティ・スクール化に取り組み、地域と相互に連携・協働した活動
を展開するための抜本的な方策を講じるとともに、コミュニティ・スクールの仕組みの
必置について検討を進める。 
  地方公共団体は、国の支援策も活用して、全ての学校においてコミュニティ・ス
クール化を図ることを目指す。その際、学校と地域をつなぐコーディネーターを配置す
ることや、地方公共団体の判断により、小中一貫教育の取組と連携して進めることも効
果的である。さらに、こうした人的ネットワークが地域課題解決や地域振興の主体とな
ることを目指す。 

・ 今後10～20年程度で、47%の仕事が 
 自動化 
・ 小学校に入学した子供の65%は大学 
 卒業後、今存在しない職業に就職 
・ 頭脳労働までもがコンピュータによ 
 り代替 

・ 社会に出たあとも学び続け、新たに 
 必要とされる知識や技術を不断に身に 
 付けること 
・ 仕事以外の時間を創造的、生産的に 
 過ごすための学びの機会を提供  

＜将来予測＞ ＜今後の教育の在り方＞ 
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